
A 個人型確定拠出年金
（iDeCo）の運用指図
者になる

年金資産を移換し、運用のみ
を行う（掛金の拠出はなし）

B 個人型確定拠出年金
(iDeCo)の加入者に
なる

年金資産を移換し、掛金を
拠出して運用を行う（掛金は
全額所得控除）

C 脱退一時金を受け取る
（請求時点で資格喪失から2年以内等、
受給要件を満たす必要があります）

受給要件の詳細は裏面「脱退一時金の受給要
件」をご参照ください

D
死亡一時金を
受け取る

60歳以上の方で、受給開始年齢に到達している場合、　のお手続き完了後、老齢給付金の
ご請求が可能です。詳しくは　のお手続きを行う運営管理機関等へご相談ください。A

【上記フローチャートで選択できた手続き　 ～ 　の具体的な内容】A E

△今後のお手続きについて （平成29年1月1日以降に加入者資格を喪失された方）
１． 今後、選択できる手続き（　～　)を確認する

〈別紙1〉 表

●　 　　　の場合、移換手数料１，1００円（税込） 　　  の場合、給付手数料4，18０円（税込）がお手続きの際に
年金資産から控除されます。なお、個人型確定拠出年金（iDeCo）への加入等には別途費用が必要になります。
※必要となる費用は運営管理機関により異なります。

国民年金保険料について、イ～ハのいずれかの承認を受けていますか
イ． 全部または一部の申請免除（退職による特例免除を含む）
ロ． 若年者納付猶予（学生納付特例を含む）
ハ． 生活保護による法定免除

勤務先に企業型
確定拠出年金が
ありますか

またはA C

またはA B

または

本人がお亡くなりになっている

60歳未満の方

はい

はい はい

いいえ

いいえ いいえ※企業型確定拠出年金や企業年金へ
の加入有無などについては勤務先
のご担当部署でご確認ください。

※障害基礎年金等の受給権者であること、国立保養所等の入所者であること、出産前後の一定期間に該当
　することのいずれかにより国民年金保険料の免除を受けている方は「いいえ」を選択してください。

※第1号被保険者で海外居住者
の方は    になります。

1 第1号被保険者
例：自営業、学生、
　 無職など

2 第2号被保険者
例：サラリーマン、
　 会社役員

3 第2号被保険者
例：公務員、
　 私立学校教職員

4 第3号被保険者
例：専業主婦（夫）、  
 パートタイマーなど
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A B E C D

A E あなたが下記のうちいずれの状態に該当するかによって、選択できる手続き（　～　)は異なります。A E

A

60歳以上の方
A

A

その企業型確定拠出年金の加入者または
運用指図者ですか

※受給開始年齢については、同封の「確定拠出年金に関する重要なお知らせ」の　の【受給開始
年齢と通算加入者等期間】をご参照ください。

※
　第2号被保険者
の方につきまして
は、確定給付企業
年金に移換できる
場合がございます
ので、お手続きに
ついては勤務先の
担当者にご確認く
ださい。

2

E 勤務している会社の企業型確定拠出年金に移換する　
※企業型確定拠出年金より先に個人型確定拠出年金（iDeCo）に口座をお持
ちの方は、 　または　　への資産移換が可能な場合がございます。ご加入
年月日につきましては、それぞれの確定拠出年金の問合せ先にご確認くだ
さい。なお、　 への資産移換の可否は企業型確定拠出年金の規約の定め
にもよりますので、お手続きについては勤務先の担当者にご確認ください。

B

B

A

E

A

A

B

あなたが選択できる
手続き

または

2

　※平成30年5月1日以降に企業型確定拠出年金/個人型確定拠出年金（iDeCo）に新たに加入された方（運用指図者も含みます。） は、一定条件のもとでご本人様のお手続きなく、企業型確定拠出年金、　
　　又は個人型確定拠出年金（iDeCo）に資産が移換されます。詳細は裏面《重要なお知らせ》をご確認ください。（「iDeCo（イデコ）」は個人型確定拠出年金の愛称です。）

21.04

具体的なお手続きについては、
裏面の「2．具体的なお手続きについて」をご覧ください。
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平成30年5月より、自動移換された資産は、一定条件のもとでご本人様のお手続きなく、企業型確定拠出年金、又は
iDeCoに移換されます。

要件①

要件②

要件③

要件④

※障害基礎年金等の受給権者であること、国立保養所等の入所者であること、出産前後の一定期間に該当することのいずれかにより国民年金保険料の免除を受けている方は除きます。

※加入者資格喪失日は、「確定拠出年金に関する重要なお知らせ」の中に記載されて
おります。

最後に企業型確定拠出年金の資格を喪失した日（加入者資格
喪失日）から2年以内である

※個人型確定拠出年金（iDeCo）、または企業型確定拠出年金にも別の口座をお持ちの
場合は、それら口座の期間・資産を合算した上で要件を満たしているか判定すること
となります。 
※令和3年4月施行の法改正により、要件が変更となりました。

通算拠出期間が5年以下、または年金資産（個人別管理資産額）が
25万円以下のいずれかを満たす  

Co.8

2． 具体的なお手続きについて 〈別紙1〉 裏

　 ～　 の手続きの選択となった方は、＜別紙2＞「個人型年金　運営管理機関等一覧表」の運営管理機関等へ、必ずお電話にてご連絡（※1）いただき、希望する手続きに
必要な書類を請求したうえでお手続きください（※2）。
　 の手続きの選択となった方は、勤務先の担当者にお手続きについてご確認ください。

A

E

D

（※1）店舗では受付できない場合があります。　（※2）書類は請求した運営管理機関等へ返送してください。連合会および特定運営管理機関ではお取扱いができません。

脱退一時金のお受け取りをご希望の方のみ以下をお読みください。（最初に、表面のフローチャートにて選択できる手続きをご確認ください。）

▶脱退一時金の受給要件

の手続きを選択された方 脱退一時金の受給要件へC
本紙をご提出いただきましても脱退一時金のお手続きは出来ません。
受給要件の確認用としてお使いください。

表面あり

企業型確定拠出年金の資格喪失時に脱退一時金を受給していない確定拠出年金の障害給付金の受給者ではない

《重要なお知らせ》

・平成30年5月1日以降に企業型確定拠出年金/iDeCoに新たに加入された方（運用指図者も含みます。）、又は基礎年金番号、性別、生年月日のいずれかを変更された方で、
連合会移換者の口座と企業型確定拠出年金/iDeCoの口座が同一人物の口座と確認された場合（※3）、ご本人様のお手続きなく、自動的に企業型確定拠出年金、又は
iDeCoの口座に資産が移換されます。（※4）
・ただし、企業型確定拠出年金/iDeCoの口座の保有確認時点で、新規資格取得口座について加入されていることが確認できなかった場合、同一人物の口座とみなされない
場合、連合会移換口座の資産がゼロ円（記録のみ）の場合、自動的に移換されません。
　この場合、ご本人様による移換のお手続きが必要となりますので、ご留意ください。
（※3）特定運営管理機関及び企業型/iDeCo各記録関連運営管理機関での情報連携により、「基礎年金番号+性別+生年月日+カナ氏名」が「完全に一致」する場合のみ、同一人物の口座とみなし

ます。基礎年金番号未登録の場合や結婚等により姓が変更されている場合、カナ氏名に一部でも不一致がある場合（例えば「ハットリ」と「ハツトリ」のように「ッ」と「ツ」が異なるなど）は、
同一人物の口座とみなしません。

（※4）移換手数料1,100円（税込）がお手続きの際に年金資産より控除されます。なお、iDeCoへの加入等には別途費用が必要となります。必要となる費用は運営管理機関により異なります。

国民年金保険料の納付免除等の承認を受けている方で、下記の要件①～④を全て満たす方のみ、脱退一時金の請求ができます。

該当する要件にチェック
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